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Ⅰ　提  出　案  件
 １　一般会計予算

　（１）　歳入歳出予算

　　　ア　総　括　表　  

　　　　一　般　会　計 （単位：千円）

分 担 金 使 用 料
負 担 金 手 数 料

(△5,605) (△846) (883) (△408) (△126,010)

1,984,747 △ 131,986 1,852,761 27,501 25,228 883 1,148 9,810 36,677 1,751,514

(7,415)

175,090 7,415 182,505 500 1,000 181,005

(431,875) (△450) (△29) (△35) (△463,259)

4,317,182 △ 31,898 4,285,284 837,625 0 1 4,500 1,882,850 500,000 1,060,308

(△6,758) (△500) (△60) (△4,000) (19,746)

604,557 8,428 612,985 270,784 8,500 2,340 200 0 331,161

(△297,000) (293,000)

411,798 △ 4,000 407,798 88,015 21,500 298,283

(△71,537) (8,505) (△8) (△43,000) (△27,399)

570,684 △ 133,439 437,245 179,715 7,743 4,729 36,999 1,260 32,000 174,799

(△6,300) (△3,488) (△64,671) (△1,553)

180,754 △ 76,012 104,742 10,860 30,101 10 63,771

(400) (△38) (△167) (△39,850) (△2,195)

324,073 △ 41,850 282,223 14,272 888 448 10,151 256,464

(342,075) (△5,322) (883) (△288,751) (△104,972) (△47,000) (△300,255)

8,568,885 △ 403,342 8,165,543 1,429,272 72,460 883 5,878 75,597 1,932,148 532,000 4,117,305

注：（　　）数字は、補正額の財源の再掲である。

特　　　　　　　　　　　　定　　　　　　　　　　　　財　　　　　　　　　　　　源

国支出金 財産収入 繰 入 金 諸 収 入 県    債寄 付 金

男 女 参 画 ・
人 権 課

交 通 政 策 課

サ ス テ ナ ブ ル 社 会
推 進 課

環 境 指 導 課

環 境 管 理 課

財　　　　　　　　　　　　源　　　　　　　　　　　　内　　　　　　　　　　　　訳

計

生 活 環 境 政 策 課

県 民 ふ れ あ い 課

労 働 雇 用 政 策 課

区　　　分 補正前の額 補　正　額
一般財源

計
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イ　課別主要事項説明

　　生活環境政策課

　 （ア）一　般　会　計 （単位：千円）

目　　　　名 補正前の額 補　正　額 計

一 般 管 理 費 308,983 29,898 338,881 ①　給与費 ( 29,898 )

国 際 交 流 費 123,182 4,548 127,730 ①　給与費 （ △2,256 )

②　国際交流費 ( 6,446 )

③　国庫返納金 ( 358 )

諸 費 35,952 2,699 38,651 ①　給与費 ( 2,045 )

②　旅券事務処理費 ( 654 )

企 画 総 務 費 350,163 △ 168,043 182,120 ①　給与費 （ △167,643 )

②　企画調整費 （ △400 )

計 画 調 査 費 78,947 3,923 82,870 ①　県民活動推進費 ( 3,016 )

②　地方創生の深化のための支援費 ( 907 )

市町村連絡指導費 23,133 △ 23,133 0 ①　給与費 （ △23,133 )

社会福祉総務費 168,219 12,781 181,000 ①　給与費 ( 12,781 )

摘　　　　　　　　　　　　要
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（単位：千円）

目　　　　名 補正前の額 補　正　額 計

障がい者福祉費 994 0 994

公衆衛生総務費 116,371 3,293 119,664 ①　給与費 ( 3,293 )

環境衛生総務費 674,901 △ 12,667 662,234 ①　給与費 （ △12,667 )

医 薬 総 務 費 23,665 △ 1,363 22,302 ①　給与費 （ △1,363 )

労 政 総 務 費 80,237 16,078 96,315 ①　給与費 ( 16,078 )

1,852,761

摘　　　　　　　　　　　　要

生 活 環 境
政 策 課
合 計

1,984,747 △131,986
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　　県民ふれあい課

　 （ア）一　般　会　計 （単位：千円）

目　　　　名 補正前の額 補　正　額 計

一 般 管 理 費 615 10,201 10,816 ①　給与費 ( 10,201 )

広 報 費 152,499 △2,380 150,119 ①　給与費 （ △3,610 )

②　広報費 ( 3,582 )

③　広聴費 （ △2,352 )

文 書 費 2,436 824 3,260 ①　給与費 ( 807 )

②　情報公開・個人情報保護制度推進費 ( 17 )

企 画 総 務 費 1,040 △ 830 210 ①　企画調整費 （ △830 )

計 画 調 査 費 18,500 △ 400 18,100 ①　地域振興推進費 （ △400 )

摘　　　　　　　　　　　　要

県 民 ふ れ あ い 課
合 計

175,090 7,415 182,505
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　　労働雇用政策課

　 （ア）一　般　会　計 （単位：千円）

目　　　　名 補正前の額 補　正　額 計

企 画 総 務 費 87,615 △ 31,036 56,579 ①　給与費 （ △19,860 )

②　企画調整費 （ △11,176 )

計 画 調 査 費 231,042 △3,711 227,331 ①　地域振興推進費 （ △2,683 )

②　地方創生の深化のための支援費 （ △1,924 )

③　国庫返納金 ( 896 )

市町村連絡指導費 3,307 1,863 5,170 ①　給与費 ( 1,863 )

自 治 振 興 費 54,156 △ 870 53,286 ①　移譲事務市町村交付金 （ △870 )

地域振興対策費 555,201 △ 5,881 549,320 ①　過疎等振興費 （ △68 )

②　離島振興対策費 （ △5,813 )

労 政 総 務 費 3,183,672 4,997 3,188,669 ①　給与費 ( 4,997 )

労 働 福 祉 費 9,900 0 9,900

雇 用 促 進 費 192,289 2,740 195,029 ①　給与費 ( 5,867 )

②　県内就職対策費 （ △3,127 )

摘　　　　　　　　　　　　要

労 働 雇 用
政 策 課
合 計

4,317,182 △31,898 4,285,284
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　　男女参画・人権課

　 （ア）一　般　会　計 （単位：千円）

目　　　　名 補正前の額 補　正　額 計

計 画 調 査 費 4,800 △ 120 4,680 ①　地方創生の深化のための支援費 （ △120 )

青少年女性対策費 80,458 1,477 81,935 ①　給与費 ( 3,059 )

②　男女共同参画推進費 （ △2,191 )

③　男女共同参画総合支援センター運営費 ( 609 )

社会福祉施設費 315,423 2,048 317,471 ①　給与費 （ △2,665 )

②　社会福祉施設整備事業費 （ △2,875 )

③　隣保館運営指導費 （ △4,356 )

④　国庫返納金 ( 11,944 )

女 性 支 援 費 80,523 10,800 91,323 ①　給与費 ( 12,167 )

②　女性相談支援センター運営費 （ △1,466 )

③　女性自立支援施設運営費 （ △1,727 )

④　国庫返納金 ( 1,826 )

人権施策推進費 123,353 △ 5,777 117,576 ①　給与費 ( 3,300 )

②　人権啓発推進費 （ △9,006 )

③　人権教育啓発推進センター運営費 （ △71 )

摘　　　　　　　　　　　　要

男 女 参 画
・ 人 権 課
合 計

604,557 8,428 612,985
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　　交通政策課

　 （ア）一　般　会　計 （単位：千円）

目　　　　名 補正前の額 補　正　額 計

計 画 調 査 費 9,030 0 9,030

運輸交通対策費 402,768 △4,000 398,768 ①　地方バス路線対策費 （ △4,000 )

摘　　　　　　　　　　　　要

交 通 政 策 課
合 計

411,798 △4,000 407,798
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　　サステナブル社会推進課

　 （ア）一　般　会　計 （単位：千円）

目　　　　名 補正前の額 補　正　額 計

保 健 製 薬 環 境 55,265 △6,405 48,860 ①　給与費 ( 8,705 )

セ ン タ ー 費 ②　保健製薬環境センター運営費 （ △110 )

③　保健製薬環境センター施設整備事業費 （ △15,000 )

環境衛生指導費 514,919 △127,034 387,885 ①　給与費 ( 2,330 )

②　一般環境対策費 （ △95,162 )

③　自然環境保全等調査費 （ △14,102 )

④　自然公園等施設整備事業費 （ △20,100 )

公 害 対 策 費 500 0 500

摘　　　　　　　　　　　　要

サ ス テ ナ ブ ル
社 会 推 進 課
合 計

570,684 △133,439 437,245
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　　環境指導課

　 （ア）一　般　会　計 （単位：千円）

目　　　　名 補正前の額 補　正　額 計

環境衛生指導費 180,754 △76,012 104,742 ①　給与費 ( 4,872 )

②　廃棄物ゼロ社会づくり推進費 （ △58,175 )

③　生活環境整備指導費 （ △22,709 )

摘　　　　　　　　　　　　要

環 境 指 導 課
合 計

180,754 △76,012 104,742
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　　環境管理課

　 （ア）一　般　会　計 （単位：千円）

目　　　　名 補正前の額 補　正　額 計

公 害 対 策 費 324,073 △41,850 282,223 ①　給与費 （ △443 )

②　環境審査費 （ △624 )

③　一般公害対策費 （ △39,850 )

④　大気汚染対策費 （ △178 )

⑤　水質汚濁対策費 ( 17 )

⑥　分析測定機器等整備事業費 （ △2,775 )

⑦　分析測定機器等運営費 ( 1,512 )

⑧　公害関係調査費 ( 154 )

⑨　国庫返納金 ( 337 )

摘　　　　　　　　　　　　要

環 境 管 理 課
合 計

324,073 △41,850 282,223
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（２） 繰 越 明 許 費

    ア　追　加

　　　一　般　会　計 （単位：千円）

年　度　内 翌　年　度
執行予定額 繰越予定額

12,444 6,490 計画に関する諸条件による。

課　　 名 事　 業 　名 予　算　額

62,832180,899

サステナブル
社 会 推 進 課

環 境 指 導 課
生 活 環 境
整 備 指 導 費

18,934

繰　　　　　越　　　　　理　　　　　由

一般環境対策費 224,797 168,455 56,342 計画に関する諸条件による。

合　　　　計 243,731
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    イ　変 更

　　　一　般　会　計 （単位：千円）

年　度　内
執行予定額 補正前 補正後

42,000 47,500

107,135 118,465

43,680

43,680

0

翌年度繰越予定額

162,145

予　算　額

70,965 計画に関する諸条件による。

合　　　　計

水 質 汚 濁 対 策 費

47,500

繰　　　　　越　　　　　理　　　　　由

自 然 公 園 等
施 設 整 備 事 業 費

課　　 名

サステナブル
社 会 推 進 課

環 境 管 理 課

事　 業 　名

65,135

計画に関する諸条件による。

114,645
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２ その他の議案等

（１）条例案

ア 徳島県生活環境保全条例の一部を改正する条例（環境管理課）

(ｱ) 改正の理由

本県において、宅地造成及び特定盛土等規制法に基づき宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域が指定され

ることに伴い、土砂等の埋立て等に係る災害の防止に関する規定について所要の改正を行うとともに、水質汚濁防止法

施行令等の一部が改正されたことに鑑み、本県の排出水の規制基準について所要の改正を行う等の必要がある。

(ｲ) 改正の概要

① 土砂等の埋立て等に係る災害の防止に関する規定について、本県における宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく

宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域の指定に伴う所要の改正を行うこととする。

② 排出水の規制基準について、六価クロム化合物及びトリクロロエチレンの許容限度を改めることとする。

③ 汚水等の要件及び排出水の規制基準に係る水の汚染状態を示す項目について所要の整備を行うこととする。

④ その他所要の整備を行うこととする。

⑤ ①及び②の一部について、所要の経過措置を講ずることとする。

(ｳ) 施行期日

この条例は、公布の日から起算して１年３月を超えない範囲内において規則で定める日から施行することとする。

ただし、④の一部については公布の日から、②及び③並びに⑤の一部については令和７年４月１日から施行すること

とする。
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